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大分類 中分類 ポイント 意見 備考
総合振興計画を策定し、推進する
基本構想を策定する
段階別に市民の参加を得る
長期財政計画と一体となった総合振興計画
一貫した政策を推進する
基本計画の策定義務を負う
基本計画に目標を明記する
重要項目の決定と早期達成
経年推移と比率と分析の明示
実施計画を策定し、推進する
実施状況を適宜公表する
基本構想の検証 削除
基本計画修正のプロセスの明示 削除

基本計画 実施計画 CO2ウイルス大地震対策 削除
財政方針を明確化する
財源の確保
長期的展望で健全性を確保
市債残高の適正化
予算編成を段階的にオープンにする
執行状況を分かりやすく説明
予備費の適正な管理
効率的で効果的な運営を図る
出資法人への指導 「指導」の表現保留

財政状況をわかりやすく公表（出資法人を含む）
財産管理 財産の適正な管理

ガイドラインの設定で圧縮 削除
財政状況・需要の的確な把握 削除
財政の的確な把握 削除
総合計画一体の長期財政計画 削除
長期財政計画に市民参加する 削除
透明性を確保する 削除
計画修正のプロセスの明示 削除

１基本原則 　３原則の確保 公正性、透明性、効率性
組織編成 社会情勢への柔軟な対応を可能にする

開かれた評価体系と人材活用
能力向上と適正な人員配置
部門に跨がる業務課題への対処
業務改善運動の実施
行政運営の基本を定める
総合的な計画の策定と調整
横断的な業務の適切な実施
費用対効果を重視する

適正なサービス 効率的で的確、迅速な実施
利用しやすい環境づくり
窓口利便などへの柔軟な対応
業務効率化のための内部チェック体制
進行管理と公表
自立的な改善の実施
外部チェックと改善実施報告
外部チェック委員制度と改善勧告並びに公表
市民による評価と制度化
外部独立委員会による改善勧告 保留

行政手続き 行政手続きの適正実施
出資団体 出資団体への適切な指導助言
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自覚と責任を果たせる実力
職務の履行に必要な能力の向上
明るく親切な応対をする
職員の倫理の徹底を図る
不正発見時の適切な対応
公益損失防止の為の制度創設
職員の公益通報の不利益防止

７連携協力 国・県、他市町村 共通課題解決に連携協力する
総合評価制度 価格以外の価値も考慮する
委託先雇用環境 適正な人件費の確保の保障

条件を公平化を行う
ＮＰＯ入札への不利益排除

組織編成 縦割り弊害を簡素再編で改善 削除
実施期限の明示 削除
権限委譲による管理職の削減 削除
経費節減を図る（対効果） 削除
行政区域の適正規模化 削除

適正なサービス 公共施設の駅周辺への集約 削除
市職員の育成 市職員を育成できる体制づくり 削除
職員の資質 全体の為に働くもの 削除
公益通報 公益通報の義務化 削除

民間との公正な競争の確保 削除
適正補助額と運営形態の是正 削除
経営手法の導入と財務改善（病院・水道） 削除

公共施設 各施設の財務の公表と改善 削除
連絡協議会の設置と推進義務 削除
都市連合により統一案の実施 削除

国・他の行政機関 削除
民間活動 　 削除
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